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労働基準関係法令違反率72.4％ 全国平均よりも4.2ポイント高く 

～ 令和３年の沖縄労働局管内における監督指導等の実施状況について ～ 

 沖縄労働局（局長 西川昌登）は、令和３年に管内５つの労働基準監督署が実施した監督

指導等の実施状況について、以下のとおり取りまとめました。 

【令和３年監督指導等の実施状況のポイント 】 

１ 定期監督等（欄外※1）を実施した事業場数は1,598件。うち、何らかの労働基準関係法令違

反が認められた事業場数は1,157件（違反率72.4％）。主な業種別の違反率は、製造業 

81.1％、商業 73.6％。主な法条文別の違反率は、安全基準（労働安全衛生法第20条～第25

条）25.8％)健康診断（労働安全衛生法第66条～第66条の6）13.1％、割増賃金（労働基準

法第37条）10.6％。 

２ 申告（欄外※2）により何らかの処理に着手した事業場数は310件（うち、監督実施事業場数

は252件、違反率56.7％）。申告の内容別では、賃金不払が228件（違反率47.8％）と最も

多かった。 

３ 労働基準関係法令違反により送検を行った件数は、７件であった。 

引き続き、「改正労働基準法等に基づく長時間労働の是正及び過重労働による健康障害の

防止」「改正労働基準法等の周知徹底」を重点課題として、以下の取組みを徹底してまいり

ます。 

①  長時間労働などの情報が寄せられた事業場等への重点的な監督指導 

② 「働き方改革関連法に関する説明会」の実施 

③ 「労働時間相談・支援コーナー」など幅広くきめ細やかな周知 

 
 

（※1）「定期監督等」：自主的又は計画的（災害時を含む）に、労働基準監督官が、労働基準法上の労働条件

の履行確保や労働安全衛生法上の安全措置等が講じられているかなどを確認し、これらに係る法令違反等

が認められた場合には、事業場に対し指導を行い、その是正・改善を行わせるもの。 

（※2）「申告」：労働基準法第104条第１項に基づき、労働者が労働基準監督署に対し、労働基準関係法令に違

反する事実をあることを告げ、その違反の是正を求めること。 
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１ 令和３年における監督指導等状況の概要（資料１参照）  

（１） 定期監督等の実施状況（災害時の監督を含む） 

///・ 令和３年の沖縄労働局管内の5つの労働基準監督署における定期監督等の実施事業場

数は、合計1,598件。うち、労働基準関係法令に係る何らかの違反が認められたものが

1,157件。違反率は72.4％（前年比-6.1ポイント）。なお、同年の全国の違反率は68.2％。  

///・  主な業種別の違反率は、製造業81.1％、商業73.6％、建設業73.4％。 

///・  主な法条文別の違反率は、安全基準（労働安全衛生法第20条～第25条）25.8％、健康

診断（労働安全衛生法第66条～第66条の6）13.1％、割増賃金（労働基準法第37条）10.6％、

労働時間（労働基準法第32条）10.5％。 

（２）申告の処理状況 

///・ 申告の処理事業場数は、310件（前年比－55件）（監督実施事業場数252件、違反事業

場数143件、違反率56.7％）。 

///・  主な業種別の違反事業場数等は、接客娯楽業31件（違反率53.4％）、建設業25件（同

59.5％）、保健衛生業19件（同48.7％）。 

///・ 主な申告内容別の違反事業場数等は、賃金不払（労働基準法）109件（違反率47.8％）、

解雇（労働基準法）12件（同26.7％）。 

（３） 司法事件の送検状況 

司法事件の送検件数は、7件（前年比－３件）。その内訳は、労働基準法等違反被疑事

件が４件、労働安全衛生法等違反被疑事件が３件。 

２ 労働条件や働き方改革関連法に関する相談先（資料２～３参照） 

最寄りの労働基準監督署に設置した労働時間相談・支援コーナー等働き方改革に向け

た労働時間相談・支援サービスのほか、沖縄働き方改革推進支援センター、労働条件相談

ほっとラインもご利用いただけます。 

また、労働条件に関するポータルサイト「確かめよう労働条件」や、企業のためのWeb

診断サイト「スタートアップ労働条件」を開設し、労働条件に関する各種情報に加え、36

協定や就業規則作成のための支援ツールのご提供を行っています。 

さらに、罰則規定のある時間外労働の上限規制等改正された労働基準法に対応してい

ただくため、本年度も、「働き方改革関連法に関する説明会」を随時開催しています。申

し込み方法等詳しくは沖縄労働局のホームページをご覧ください。 

(https://jsite.mhlw.go.jp/okinawa-roudoukyoku/newpage_211112.html) 

 

< 添付資料 > 

資料１ 令和３年 監督指導等実施状況 

資料２ 沖縄働き方改革推進支援センターのご案内 

資料３ 労働条件ポータルサイト「確かめよう労働条件」、事業者・企業の労務管理担当の方向けコンテン

ツ「スタートアップ労働条件」、労働条件相談「ほっとライン」のご案内 

  

https://jsite.mhlw.go.jp/okinawa-roudoukyoku/newpage_211112.html


①　定期監督等の法違反率の推移

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

沖縄県 82.5% 77.4% 79.5% 78.5% 72.4%

全国 68.3% 68.2% 70.9% 69.1% 68.2%

②　令和３年　定期監督等の業種別違反率

製造業 建設業 運輸交通業 商業 保健衛生業
接客

娯楽業 その他 全体

143 866 43 208 99 74 165 1,598

116 636 31 153 65 53 103 1,157

81.1% 73.4% 72.1% 73.6% 65.7% 71.6% 62.4% 72.4%

27,356 43,004 4,998 18,462 7,951 5,934 14,349 122,054

19,935 26,883 3,710 13,010 5,925 4,347 9,402 83,212

72.9% 62.5% 74.2% 70.5% 74.5% 73.3% 65.5% 68.2%

令和３年 監督指導等実施状況

１　定期監督等　（※自主的、計画的（災害時を含む）に実施している行政指導）

令和３年

1,598件(全体） 1,157件（違反）

定期監督等事業場数

違反事業場数

沖縄県

定期監督等事業場数

違反事業場数

全国

122,054件（全体） 83,212件(違反）
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③　令和３年　定期監督等の法条文別の違反率　(※重複あり）

違反事
業場数

違反率
違反事
業場数

違反率

413 25.8% 23,823 19.5%

209 13.1% 22,139 18.1%

169 10.6% 16,521 13.5%

167 10.5% 18,007 14.8%

162 10.1% 4,072 3.3%

116 7.3% 10,025 8.2%

116 7.3% 4,421 3.6%

83 5.2% 10,030 8.2%

④　令和３年　業種別定期監督等の法条文別の違反率　(※重複あり）

違反事業場数 違反率(%) 違反事業場数 違反率(%) 違反事業場数 違反率(%) 違反事業場数 違反率(%)

56 39.1 43 30.1 7,415 27.1 6,974 25.5

316 36.5 162 18.7 13,342 31.0 4,029 9.4

12 27.9 10 23.3 878 17.6 1,301 26.0

49 23.6 47 22.6 3,279 17.8 4,968 26.9

25 25.3 21 21.2 2,205 27.7 2,012 25.3

19 25.7 17 23.0 1,646 27.7 1,337 22.5
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①　申告処理事業場数等(推移)

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

471 442 409 365

471 ▲ 29 ▲ 33 ▲ 44 ▲ 55

363 309 296 275 申告処理事業場数

266 221 202 175 監督実施事業場数

73.3% 71.5% 68.2% 63.6% 違反事業場数

②　令和３年　申告処理事業場数等（業種別）

製造業 建設業  運輸交通業 商業 保健衛生業 接客娯楽業 その他 全体

18 47 15 44 49 70 67 310

16 42 12 34 39 58 51 252

8 25 9 18 19 31 33 143

50.0% 59.5% 75.0% 52.9% 48.7% 53.4% 64.7% 56.7%

申告処理事業場数

監督実施事業場数

違反事業場数

違反率

違反率 56.7%

２　申告処理　（※申告：労働者から労働基準監督署あて法違反の是正を求めるもの）

令和３年

申告処理事業場数 310

前年比

監督実施事業場数 252

違反事業場数 143

471 442 409 365
310363

309
296 275 252266

221 202 175 143140

240

340

440

540

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

申告処理事業場数の推移(件)

50.0%
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52.9%
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申告の違反率（業種別）

製造業

5.8%

建設業

15.2%
運輸

交通業
4.8%

商業

14.2%

保健衛

生業
15.8%

接客娯

楽業
22.6%

その他

21.6%

申告処理件数（業種別）

310件
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③　令和３年　申告処理事業場数等（内容別）

労基法
(賃金不払)

労基法
(解雇)

労基法
（労働時間）

労基法
（その他）

最賃法
合計

(左記の何
れか)

228 45 5 43 10 331

109 12 2 27 3 153

47.8% 26.7% 40.0% 62.8% 30.0% 46.2%

　※令和３年に受理したものに限る。また、内容が重複するものも含まれる。

①　送検件数の推移 (件)

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 合計

8 1 3 1 17

8 13 3 9 36

16 14 6 10 53

労働基準法等違反 4

労働安全衛生法違反 3

合計 7

令和３年

申告内容
　　労働基準法を「労基法」と略記
　　最低賃金法を「最賃法」と略記

申告処理事業場数

違反事業場数

違反率

３　送検の状況　（※送検：刑事事件として検察庁に送検したもの）
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②　送検の内容 (件)

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 合計

3 0 2 0 0 5

1 0 0 1 1 3

4 1 1 0 3 9

8 1 3 1 4 17

3 3 1 2 1 10

0 8 2 6 2 18

5 2 0 1 0 8

8 13 3 9 3 36

16 14 6 10 7 53

※　賃金不払は、最低賃金法違反を含む。

合計

労働基準
法等

賃金不払（欄外※）

割増賃金不払

その他

合計

労働安全
衛生法

労災隠し

死亡事故など重大な事故

その他

合計

賃金不払

29.4%

割増賃金不払

17.6%

その他

52.9%

過去5年間の労働基準法等違

反被疑事件の送検内容

（Ｈ29～R3 17件）

労災隠し

27.8%

死亡事故など重大な事故

50.0%

その他

22.2%

過去5年間の労働安全衛生法

違反被疑事件の送検内容

（Ｈ29～R3 36件）
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